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社会資本は生産性を
高めたのか?選挙制度改革から検証する

大竹文雄 ･川 口大司 ･玉田桂子

はじめに

道路､港湾などの公共投資は無駄遣いの象徴

として批判を受け､小泉政権では削減の努力が

続けられてきた｡しかしながら､日本の公共投

資が本当に無駄であったのかを明らかにするこ

とは意外に難しい｡実際､日米における多くの

実証研究の結果は必ずしも一致しているわけで

はない1)｡

社会資本が国や地域の生産に与える影響を実

証的に明らかにする上で困難なのは､真の因果

関係を見つけ出すことである｡というのは､公

共投資の額そのものが､ランダムに決定されて

いるわけではなく､国や地域の経済状態によっ

て決定されてしまうことが多いからである｡例

えば､経済状態が悪化した時に景気対策として

公共事業が行なわれるのであれば､社会資本と

経済状態の間に負の相関が観察される可能性も

ある｡しかし､この負の相関は､社会資本が増

えると所得が低下するという因果関係を示して

いるのではない｡逆に､景気がいいときに公共

投資が行なわれるというのであれば､社会資本

と国民所得や県民所得との相関はプラスにバイ

アスをもち､社会資本が所得に与える影響を過

大に示している｡

すなわち､社会資本の生産性効果を正しく計

測するためには､社会資本の内生性バイアスに

対処する必要がある｡今までの研究は､内生性

の問題に対処するために､地域別のパネルデー

タを用いてきた｡しかし､固定効果を除去した
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後の社会資本の変動は比較的小さいため､その

わずかな変動を用いて生産性効果を推定しても

正確な推定は困難になってしまうという問題点

があった｡

本研究の目的は､近年の選挙制度改革を公共

投資の地域的な配分の変化をもたらした ｢自然

実験｣として用いることで､社会資本から生産

性への因果関係を識別して推定することである｡

日本の1994年の選挙制度改革は､政治的な影響

力の地域間配分だけではなく､それを通じて公

共投資の地域間配分にも大きな影響を与えた｡

このような公共投資の地域間配分に関する外生

的な変化を利用して､本研究は社会資本の生産

性を推定したのである｡われわれの推定結果に

よれば､社会資本はわずかではあるが生産性を

高めている■ことが示されたO同時に､最小二乗

法による推定は､それほど深刻なバイアスをも

たらしていなかったことが示された｡しかしな

がら､もっとも望ましい推定方法であると考え

られる都道府県別の固定効果を用いた推定では､

都道府県内の社会資本の変動が小さいために､

信頼できる推定結果が得られなかった｡

本稿の構成はつぎのとおりである｡第 1節で

社会資本の生産性効果に関する今までの研究と

日本の公共投資の地域間配分に関する政治経済

学的分析を紹介し､1994年の日本の選挙制度改

革とそれが公共投資の配分に与えた影響を議論

する｡第 2節では計量分析の手法､第 3節では

データについて解説する｡第 4節で推定結果を､

最後に結論を述べる｡
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1背景

今までの研究

アメリカの1970年代における生産性上昇率の

低下がその期間における公的投資の減少で説明

できるというAschaLIer(1989)の研究によっ

て､アメリカにおける社会資本の限界生産性の

推定に関する研究は拍車がかけられた2)0MLIn･

nell(1990)も同様の推定結果を報告している｡

彼らの研究は､両者 ともマクロデータに基づい

た推定であったため､公共投資の低下が不況に

よる税収の低下によってもたらされたという内

生性に伴うバイアスの結果ではないかという批

判があった.アメリカの州別パネルデータを用

いて､社会資本が生産にプラスの影響を与える

ことを示したのは､Garcia-MilaandMcGLIire

(1992)である｡しか しなが ら､州側の柑定効

根を推定 に取 り入jtると､社会･'r.'7本のj上の牛),tに'

性効 果 が観察 され な くな る こ とが､Ho17-

Eakin(1994)とEvanzalldKとIrraS(1994)

によって明らかにされた｡

さらに､(iarciと1-Mild,McGuireandPorter

(1996)は､州別パネルデータを用いた階差･

lLlr:l定効果モデル0)推定によって､社会円本から

生産への[̂･l果関係についで懐疑的な結果を-I-J-(し

たO/メリカにおいては､公二相ku省が地-jJ税で

賄われる粧度が高い0)で､ll-1会円本がZ_E'虜''に-与

える形 轡は､OLS推.言1だ と過大バ イアスを(､EJ

ちやすい〟)である｡ しかしながら､州凧定効果

と年[-(ll.1定効果を取 r)除 くと労働投入､民間須木､

社会省本の変化は小さくなるため､LfT_r足効果に

よる推定結果は不安定にな りやすい (Aiand

Cassot11997)0

日本における社会資本の生産性効果に関する

実証研究は､アメリカよりも長い歴史をもって

いる｡Mera(1973)は､日本の都道府県別デ

ータを用いた社会資本の生産性効果を計測した

研究の嘱矢である｡その後､浅子 ･常木 ･福

田 ･照 山 ･塚 本 ･杉 浦 (1994)､三 井 ･太 EEl

(1995)､岩本 ･大内 ･竹下 ･別所 (1996)およ

び YamanoandOhkaWara(2000)など､日

本では多 くの研究が行なわれた｡日本の研究に

おいても公共投資の内生性の問題は深刻である｡

例えば､YamanoandOhkaWara(2000)は､

都道府県固定効果を入れて年固定効果を入れな

いで生産関数を推定して､社会資本の生産に対

する弾力性が0.15であるという推定結果を得て

いる｡しかし､われわれが､彼 らのデータを用

いて都道府県囲定効果とiL:･固定効果0)両プJを入

れて､/F.邦関数を蛸足すると､社会i''f本の係数

はイ｣詔 ではなくなった｡-)まり､Er本のデータ

でも､社会省本､郡道府県ダミー､隼ダミーの

聞0)多L巨共練性の問題が発生しているために､

lL服に効果モデルによる抑定では､社会東本0)係

数は､鞘確に推定されないのである｡そこで､

外/牛的なシi3ツクによる社会>(,''f本の地域iL.('.の変

動を利用した触作変数法をj=fJいた推定を行なう

必要がある｡

社会資本の配分に関する政治経済学と

1994年選挙制度改革

199∠1年o)L-_:1本の選挙制度改L勘よ､社会円本o)

地域間配分への外生的なショックとして理想的

な状況を創 り出した｡1994年の選挙制度改ILllrは､

社会でf本は′I.I)粁卜を高めた0)か? tl



表 1-1994年選挙制度改革前後の衆議院議員定数

期 間 選挙制度 選挙制度改革前 改革後

1995年 1996年

選挙制度 中選挙区 小選挙区 比例代表制推定値 合 計

都道府県北海道 23 13 8 21

青 森 7 4 2 6

岩 手 7 4 2 6

宮 城 8 6 3 9
秋 田 7 3 2 5

山 形 7 4 2 6

福 島 12 5 3 8

茨 城 12 7 3 10

栃 木 10 5 6 ll

群 馬 10 5 6 ll

埼 玉 20 14 6 20

千 葉 19 12 5 17

東 京 43 25 17 42

神奈川 22 17 7 24

新 潟 13 6 5 ll

富 山 6 3 2 5

石 川 5 3 2 5

福 井 4 3 2 5

山 梨 5 3 2 5

長 野 12 5 6 Ⅰ1

岐 阜 9 5 3 8'

静 岡 14 9 5 14

愛 知 22 15 10 25

三 重 8 5 3 8

滋 賀 5 3 2 5

京 都 10 6 4 10

大 阪 28 19 13 32

兵 庫 19 12 8 20

奈 良 5 4 2 6

和歌山 5 3 2 5

鳥 取 4 2 1 3

島 根 5 3 1 4

岡 山 10 5 3 8

広 島 13 7 4 ll

山 口 9 4 2 6

徳 島 5 3 1 4

香 川 6 3 2 5

愛 媛 9 4 2 6

高 知 5 3 1 4

福 岡 20 ll 7 18

佐 賀 5 3 1 4

長 崎 9 4 2 6

鶴.本 ･9 5 3 8

大 分 6 4p 2 6

宮 崎 5 3 2 5

鹿児島 9 5 2 .7

注 1)選挙改革後最初の選挙は1996年に実施された0

2)選挙制度改車後､衆議院議員200人が比例代表制で11ブロ

ックから選出されたO.比例選挙区の定数は､ブロック内の都

道肝県の有権者数に比例 して各都道府県に配分 した｡配分に

あたって小数点以下を四捨五入 しているため､比例代表制の

定数を足 し合わせても200人にはならない｡
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小選挙区制の導入だけでなく､衆議院定数の都

道府県間の配分を大幅に変え､Horiuchiand

Saito(2003)が指摘したように､中央政府か

ら地方政府への補助金配分という利益誘導型政

治を通じて公共投資の地域間配分も大きく影響

を受けた｡

奥野 (1988)､吉野 ･吉田 (1988)によれば

日本における公共投資は､1960年代半ば以降､

地方に手厚 く配分されてきた｡こ■のような公共

投資の配分は､｢1票の格差｣として知 られる

ように､1994年以前の選挙制度の定数配分が地

方に有利であったことを反映している｡実際､

吉野 ･吉田 (1988)は､有権者 1人当たり議席

数がその地域の公共投資にプラスの影響を与え

ていることを示している｡MeyerandNaka

(1999)およ.びHoriuchiandSaito(2003)は､

1人当たり議席数が国から地方への補助金額に

影響を与えていることを示している｡

本研究は､定数配分の大幅な変更を含んだ

1994年の選挙制度改革を ｢自然実験｣として利

用する｡1994年の選挙制度改革以前は､衆議院

議員500名すべてが､中選挙区から選ばれてい

た｡改革後は､300名の議員が小選挙区制度に

よって｣200名が比例選挙制度によって選ばれ

ている｡小選挙区の定数配分は､すべての都道

府県に1議席の定数が配分されたのち､都道府

県の人口に応じて残 りの定数が配分されている｡

比例代表制にらいては､11の選挙区の人口に比

例して定数が配分されている｡選挙制度改革後

の最初の衆議院選挙は､1996年10月に行なわれ

た｡

衆議院議員定数の配分の変化が表 1に示され

ている｡第 1列は選挙制度改革前の議員定数､

第 2列は小選挙区の定数､第 3列は比例選挙区

の定数を表している｡比例選挙区の定数は､ブ

ロック内の都道府県の有権者数に比例して各都

道府県に配分した｡第 4列に､小選挙区と比例

代表の定数の合計を示した｡第 4列と第 1列を

比較して明らかなように､選挙改革の前後で都

道府県別の選出議員数はほとんど変わっていな



表2-記述統計

サンプル:47都道府県､1994-1998年

平 均 標準偏差 最小値 最大値

都道府県内総生産 (10億円) 10.18 13.01 1.93 80.60
常用労働者 (1000人) 828.91 1,054.34 172.86 6,557.15
年間給実労働時間 (100万時間) 1,571.52 1,962.32ー 327.74 12,219.9
民間資本 (10億円) 19.47 24.24 3.16 159.20
社会資本 (10億円) 14.35 12.30 4.22 68.10

注)サンプル数は235｡都道府県内総生産､民間資本､社会資本は1990年価格表示である｡常用労働者はパー トタイム労働者も含む｡小選挙

区比例代表制導入後の衆議院議貞定数には､小選挙区の定数を用いている｡

い｡しかし､候補者名の投票によって選ばれる

衆議院議員の定数配分は大幅に変化した (第 1

列と第 2列の比較)0

本研究では､候補者名を投票する選挙の定数

変化に注目して分析を行う｡第 1に､利益誘導

政治は､党名によって選出された議員よりも候

補者名によって選出された議員により大きなイ

ンセンティブがあると考えられる｡革 2に､衆

議院では比例代表選出の議員よりも小選挙区選

出の議員の方が､より大きな影響力をもってい

ると言われている｡例えば､朝日新聞 (2000)

や読売新聞 (2000)によれば､小選挙区選出議

員は ｢金バッジ｣､比例代表選出議員は ｢銀バ

ッジ｣､小選挙区で落選し比例区で選出された

議員は ｢銅バッジ｣と呼ばれている｡候補者名

を直接投票して選ばれる議員数の変化は､公共

投資の地域配分に大きな影響を与えたと予想で

きる｡

2実証モデル

われわれは､つぎのような標準的な都道府県

レベルのコブ=ダグラス型生産関数を推定した｡

lnylt-Co+βllnllt+821nkltll

+831nglt_1+yearjg4+cI+ult
(1)

ただし､yltは都道府県内総生産､lltは総労働投

入､klト 1は民間資本からのサービスフロー､

gュt_1は社会資本からのサービスフロー､yearは

年ダミー､ iは都道府県を､ tは年を表す添え

字である｡誤差項は､都道府県の固定効果を表

すclと観測値それぞれへのショックultから成 り

立っている｡もし､都道府県固定効果Cが 説明

変数と相関せず､ultが厳密に外生であれば､最

小二乗法は一致推定量になる｡

しかし､説明変数と都道府県固定効果が相関

しないという仮定は､満たされないことが多い｡

州の予算と公共投資が正の相関をするアメリカ

では､最小二乗法の係数は､プラスにバイアス

をもつ (Holtz-Eakin1994およびEvans and

Karras1994)｡景気が停滞している地方に公共

投資を多く配分する日本では､公共投資と都道

府県固定効果の間に負の相関が生じるために､

社会資本の係数はマイナスのバイアスをもつ

(浅子 ･常木 ･福田 ･照山 ･塚本 ･杉浦 1994､

YamanoandOhkawara2000)0

ultの厳密な外生性という仮定は､不況対策と

して公共投資が地方に配分されるという状況の

場合には､満たされなくなる｡もし､都道府県

固定効果clとも個別ショックultとも相関せず､

社会資本とのみ相関する操作変数が見つかれば､

操作変数法による推定は一致推定量になる｡本

研究では､都道府県別社会資本の操作変数とし

て1期前の候補著名投票によって選出される都

道府県別衆議院議員定数を用いる｡

本間 ･田中 (2004)は､労働投入と民間資本

に関して一次同次の仮定 (β1+良-1)をして

いる｡本研究でも､一次同次の制約に関する帰

無仮説が棄却されなかったので､一次同次の制

約をかけて推定を行なった｡推定に用いた具体

的な推定モデルはつぎの(2)式である｡

社会資本は生産性を高めたのか? 13



図1-社会資本と議貞定数
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注)両変数ともに民間資本と年ダミーの影響は取 り除かれている｡

図2-都道府県内総生産量 と議貞定数
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注)両変数ともに民間資本と年ダミーの影響は取 り除かれている｡

ln(ylt/lit)-β0+821n(kit_1/lit)
+83lnglt-1+yearβ4+cl+ult

(2)

であり､操作変数法のための推定式は(3)式にな

る｡

･lnglト1- 品 +∂lln(k∫t/lit)+zlト2β

+year84+85Cl+vIt
(3)

ここで､zlt_2は操作変数であり､具体的には

各都道府県における候補者名投票による衆議院

議員定数である｡

3 デ ータ

本研究では､1994年から1998年の間の47都道

府県に関する集計データを用いた｡このサンプ

ル期間を選んだのは､選挙制度改革の前後にわ

たるデータを得るためである｡選挙制度改革に

よる最初の衆議院議員選挙は､1996年10月に行

なわれた｡新選挙制度によって選出された議員
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による公共投資の地域間配分は1997年度

から始まったと考えられる｡したがって､

選挙制度改革前については3年間､改革

後については2年間のデータがある｡

本研究で用いたデータは以下のとおり

である｡都道府県内総生産については内

閣府 『県民経済計算年報』より､県内総

生産を用いた｡総労働投入については､

常用労働者 1人平均月間総実労働時間数

に常用労働者数および年単位とするため

に12を掛けたものを用いている｡常用労

働者琴には､パー トタイム労働者も含ま

れている｡これらのデータの出所は 『毎

月勤労統計調査』である｡民間資本､社

会資本については､土居 (2002)から採

った3)｡これらのデータは､電電公社､

専売公社､日本国有鉄道の3公社民営化

の影響､および阪神淡路大震災の影響を

考慮している｡また､両者は年度末時点

での額となっているため､本研究では､

t期の都道府県内生産に対し､t-1期の

民間資本および社会資本を用いる｡都道

府県内総生産､民間資本および社会資本

については1990年実質価格となっている｡中選

挙区および小選挙区の定数については､総務省

｢衆議院議員総選挙｣から採った｡衆議院では､

t-1期に衆議院に在籍している議員が t期の予

算を決定するため､t-1期の社会資本に対して

t-2期の衆議院議員定数を用いる｡表 2に記述

統計を示している｡

図1と図2は､いわば ｢図解｣操作変数法を

示している｡図 1は､社会資本と候補者名投票

による衆議院議員数の関係を示している｡ただ

し､どちらの指標も資本労働比率と年効果の影

響を回帰分析によって取り除いたものである｡

この図から地域別の社会資本は､衆議院議員定

数と正の相関をもっていることがわかる｡図2

は図1の横軸に用いた調整済み衆議院議員定数

と回帰分析による調整済みの都道府県別労働生

産性の対数 (ln(y.t/llt))の関係を表している｡



衆議院議員定数は､都道府県別労働生産性にプ

ラスの影響を与えていることが観察される｡も

し､都道府県別衆議院議員定数の労働生産性へ

の影響が社会資本の配分を通じてだけであるの

ならば､図2の直線の傾きと図 1の直線の傾き

の比が､社会資本の生産性になる｡

4推定結果

第1段階推定

操作変数法のための第 1段階の推定式である

社会資本の都道府県配分を決定する推定結果が

表 3に示されている｡第(1)列~のOLS推定の結

果によれば､候補者名投票による衆議院議員の

定数が10議席増加すると公的資本の82%の増加

をもたらす｡しかも､その影響は統計的に有意

である｡しかしながら､私的資本装備率は社会

資本の地域間配分に有意な影響を与えていない｡

第(2)列は､固定効果モデルによる推定結果が示

されている｡都道府県固定効果モデルによれば､

衆議院議員定数の10議席の増加は､社会資本を

3%増加させる｡都道府県固定効果導入による

係数の値の大幅な低下は十分に予想できる｡資

本装備率をコントロールしたとしても､人口や

面積のような､ここではコントロールしていな

かった地域属性が､社会資本にも衆議院定数に

も正の影響を与えることは十分に考えられるか

らである｡OLSの結果も操作変数法の結果も､

衆議院議員定数が社会資本の配分に影響を与え

ていることを示しており､Hor.iuchiandSaito

(2003)の結果 と一致している.すなわち､衆

議院議員定数が社会資本を通じるルート以外に

直接的に地域の生産性に影響を与えることは考

えにくいので､衆議院定数が社会資本の操作変

数としてうまく機能することを意味している｡

第2段階の推定結果

表 4に､民間資本と労働投入に関する一次同

次を仮定した都道府県別生産関数である(2)式の

推定結果を示した｡第(1)列にはOLSの結果が

示されている｡この結果によれば､公的資本の

表3-社会資本の都道府県配分の決定要因

サンプル :47都道府県､1994-1998年

被説明変数 log(社会資本t-1)

｢ ~ (1) (2)
モデル 0Ⅰ_S FE
サンプル 47都道府県

議員定数 t-2/10log(民間資本 t-1 0.82 0.03
(0.10) (0.01)

-0.03 0.00
/総労働投入) (0.25) (0.05)
操作変数のF値 70.43 23.12
操作変数の部分的R2 0.85 0.003
サンプル数 235 235

注)( )内は標準誤差oOu;の標準誤差は分散不均一性に対して

頑健である｡

10%の増加は､労働投入当たりの生産量を0.4

パーセント･ポイント増加させる｡社会資本の

生産性効果は､社会資本の内生性を考慮した第

(2)列の操作変数法による推定結果でも同じであ

る｡つまり､少なくともわれわれが用いたサン

プルにおいては､社会資本の内生性によるバイ

アスは深刻ではなかったことになる｡

固定効果モデルによる内生性への対処法を用

いた推定結果が､第(3例 に示してある｡推定さ

れた社会資本の係数は0.13であるが､推定誤差

も0.16と大きい｡これは､社会資本の都道府県

内の変動が､都道府県間の変動よりも非常に小

さいことによってもたらされている｡固定効果

モデルにおける資本労働比率の係数は､0.34と

OLSの推定結果よりも小さくなっている｡つ

まり､観測されない都道府県効果と資本労働比

率の間には正の相関があったことを意味してい

る｡固定効果モデルで操作変数法を用いた推定

結果が､第(4)列に示されているoこの結果や固

定効果モデルと同様に､非常に不精確な推定結

果しか得られていない｡理由も同じで､都道府

県間の変動に比べて､都道府県内の社会資本の

変動が小さすぎるためである｡

資本労働比率の係数の大きさが合理的なもの

であること､社会賓本の内生性を考慮している

ことから､われわれは第(2)列のクロス.セクショ

ン操作変数法の結果がもっとも信頼できると判

断している｡これに対して固定効果モデルの推

社会資本は生産性を高めたのか? 15



表4-都道府県別生産関数

サンプル :47都道府県､1994-1998年

被説明変数 :log(都道府県内総生産/総労働投入)

(1) (2) (3) (4)

モデル 01S ⅠⅤ FE FEⅣ

操作変数 - 定数t-2 - 定数t-2

log(社会資本t-1)log(民間資本t-1/総労働投入)サンプル数 0.04 0.04 0.13 0.97

(0.02) (0.02) (0.16) (0.51)
0.42 0.42 0.34 0.31

(0.08) (0.08) (0.10) (0.ll)
235 235 235 235

R2 0.51 0.51 - -

注)( )内は標準誤差oOLSの標準誤差は分散不均一催 に対して頑健であるo

定結果は､不安定で信頼できない｡

本研究に対する批判として､次の2点が考え

られる｡第 1の批判は､公的投資が有効需要を

増加させることで､遊休設備の稼働率を上げる

ことを通じて､生産量を増加させているのであ

って､社会資本が直接的に生産性を高めている

のではないのではないか､というものである｡

第 2の批判は､われわれが用いたサンプル期間

には､1995年 1月の阪神淡路大震災が含まれて

おり､推定結果がその影響を受けているのでは

ないか､というものである｡

第 1の批判については､民間資本ストックそ

のものではなく民間資本ストックの稼働率を考

慮した推定を行なうことで､純粋の社会資本の

生産性効果を推定できる｡ただし､都道府県レ

ベルの資本の稼働率データは得られないので､

電力使用量をその代理変数に用いて推定を行な

った｡また､第 2の批判については､サンプル

から兵庫県を取り除いて推定を行なった｡それ

ぞれの推定結果はここには示さないが､基本的

には表 4の結果と同じであった4)0

むすび

本稿は､日本の選挙制度改革を社会資本の地

域間配分に対する外生的なショックとして用い､

社会資本の生産性効果を推定した｡社会資本の

地域間配分甲ま､内生性があるため､地域デー

タを用いた生産関数をOLS推定すると社会資

本の係数はバイアスをもつと考えられてきた｡
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1994年の選挙制度改革は､社会資本の地域間配

分を変更する理想的な自然実験となった｡選挙

制度改革は､候補者名投票による衆議院議員の

都市部の定数を大幅に減少させることになり､

地方への公共投資を増加させることになった｡

このような公共投資の外生的なショックを操作

変数として用いることで､社会資本の生産性効

果を推定した｡推定結果によると､社会資本の

生産性効果は約0.04という大きさであった｡ま

た､この期間においてはOLSと操作変数法の

推定結果に差はなく､内生性の問題は深刻では

なかった｡

*本稿は､Kawaguchi,OhtakeandTamada(2005)

をもとにしている｡本稿の作成にあた り､岩本康志氏､

小原美紀氏､新谷元嗣氏､内藤久裕氏､林正義氏､

FacudoSepulveda氏､日本経済学会､住宅経済研究会､

一橋大学マクロランチワークショップの参加者からの

コメントが有益であった｡また､Yamano an.d Ohk-

awara(2000)のデータを提供 していただいた大河原

透､山野紀彦両氏に感謝する｡残 る誤 りのすべては筆

者 らの責任であるo

近

1)実証研究の展望 については､岩本 (2005)を参照

のこと0日本における実証研究には､M占ra(1973)､

浅子 ･常木 ･福田 ･照山 ･塚本 ･杉浦 (1994)､経済

企画庁 (1997)､岩本 ･大 内 ･竹下 ･別所 (1996)､

YamanoandOhkawara(2000)などが､アメリカ

における実証研究には､Aschauer(1989)､Munnell

(1990)､Garcia-MilaandMcGuire(1992)､Holz-

Eakin･(1994)､Evans and Karras(1994)および

Garcia-Mila,McGuireandPorter(1996)などがあ



る｡

2)~社会 資本 の生産 性 に関す る推定 は､Aschauer

(1989)が最初ではない｡岩本 (2005)の ｢社会資本

の生産性効果への関心が高 まった ところに､As-

chauer(1989)の研究が現れた｣という指摘が正 し

い｡

3)民間資本お よび社会資本のデータについては､

http://www.econ.keio.ac.jp/staff/tdoi/pfdata.html

よりダウンロー ド可能 (2006年 4■月時点)｡

4)詳 細 は､Kawaguchi,Ohtake and Tamada

(2005)を参照｡
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